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研究成果の概要（和文）：本研究では学校日常における教師の「課題対処メカニズム」について、日独フィール
ド調査およびパフォーマンス分析を実施した結果、(1)教師個人の力量だけでなく、チームや組織としての力量
発揮を配慮した課題対処法が重視されている実態、(2)認知主導型のドイツに比し日本では共感型主導型の特徴
をもつこと、(3)二項比較による解決法をとるドイツに対し、日本では生徒、保護者、教師ら総ての当事者の成
長や学びに繋がる「三方よし」の原則を目指す傾向にあること、(4)熟達した教師ほど、授業場面での状況認知
や構造的理解、自らの働きかけが及ぼす影響について予測や想像力が教師のパフォーマンス最適化に重要である
ことが判明した。

研究成果の概要（英文）：This study was conducted a field survey in Japan and Germany and the 
performance analysis of teachers' "problem-solving mechanisms" in daily school life from the 
perspective of historical anthropology and found that (1) problem-solving methods that consider not 
only individual teachers' competence but also the competence of teams and organizations are 
emphasized,(2) compared to Germany, which is cognitively driven, that Japan is characterized by an 
empathy-driven approach, (3) in contrast to Germany, where the solution method is based on a binary 
comparison, Japanese teachers tend to aim for the principle of "Sampo-Yoshi”, which derives a 
solution that is satisfactory to all parties involved. Here means, that it leads to the growth and 
learning of all parties, including students, parents, and teachers, and (4) predicting and imagining
 of teachers give the impact of their work on classroom situations was found to be more important in
 optimizing teachers' performance.

研究分野： 教育哲学、歴史人類学

キーワード： タクト　パフォーマンス　ミメーシス　プロフェッショナル養成　熟達　課題対処法　教師力　暗黙知
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は教師の課題対処のメカニズムを歴史人類学的手法を用いて解明することにより、教師力・タクトの働き
の具体を捉え、その熟達のための方策を示し得た点、また問題対処において、日本の教師の三方よしの解決法の
意義およびその文化的背景としての組織やチームの運営におけるその定性的特徴を明らかにした点で、暗黙知や
身体知をはじめ教師力としてのタクトの働きに関する研究関心の米、欧州での高まりのなか、極めて高い学術的
意義を有する。また、日独の現場教師の協力を得て実施した本研究は、現場教師の課題対処力の向上に資するも
のであるとともに、他の医療やケアのプロフェッショナル養成にも資する成果を得た点で社会的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
教師の学校日常は、授業実践、学級経営、生徒指導それぞれの課題だけでなく、それらが相互に
関係した課題対応に関わる判断と決断の連続によって成り立っている。問題発生後の対応だけ
でなく、課題が問題として浮上することを未然に防ぐための処理方法には、教育活動に特有の構
造契機を踏まえた専門性が要求される。医学、生理学、心理学、治療的、福祉的、そして何より
も教育的アプローチについての専門的知見が必要となる。教育活動においては、生徒や保護者へ
の万全な対応が原則とされる。エラーがあってはならない。しかも、常時対応可能な状態を保持
し、待機可能であること、緊急事態にも応えられることが期待されている。生徒一人ひとりはも
とより、学級、学年、組織としての学校それぞれが互いに連関しながら日々刻々と変化する学校
日常において、その予測の及ばない不確実性を抱えた教育活動を運営していくために、教師は多
大な心理的・道徳的重圧にさらされている。しかし、教師の職務に特有のリスクマネジメントの
必要は認識されていても、それが、授業実践から学級経営、生徒指導など教育専門職の教師力の
前提となっているという意味で基本的条件であり、職務上の希望や苦悩、不安、恐れ、期待など
が交錯した最深層において、教師の技倆の基盤をなすものとして、総合的な教師力養成の観点か
ら十分に検討が進んできているとはいえない状況である。 
本研究は、教育活動に特有の性質である、緊急性と不確実性を要する学校日常の実践における構
造契機について、日独フィールド調査を実施し、教育専門職としての「課題対処メカニズム」と
その対処法を、教師への聞き取りや、教師自身によるパフォーマンス分析法による振り返りを通
して解明するべく推進してきた。 
 
 
２．研究の目的 
本研究は、教師の専門性及び実践力（教師力ないし教育的タクトと総称）について、緊急性と不
確実性を抱えた学校日常の実践分析と問題状況への教師の対処法の抽出を目的として、日独フ
ィールド調査を実施する教育人類学的研究である。この状況マネジメントにおける様々な配慮
や判断、決断など対処メカニズムを可視化し、教師力熟達支援プログラムを開発することを目指
した。具体的な目的は、第一に、日独の小学校で教育実践における緊急性と不確実性の要素抽出
とその対処法の事例集積、第二に、教職の経験値向上に係る対処メカニズムの構造分析、第三に
教育実践のパフォーマンス分析法による教師力熟達支援プログラムの開発の３点に集約される。 
 
 
３．研究の方法 
(1)日独学校教師への聞き取り調査の実施 
①京都市およびベルリン市の学校で、教師へ聞き取り調査 
② 学級事務、学級実践、授業実践、生活指導、安全指導、給食指導、保護者懇談など教師の学
校での業務全体に係る活動分野ごとに対処法について、教師の実践をビデオグラフィーにより
記録しパフォーマンス分析を実施。 
(2)教職の経験値向上に係る対処メカニズムの可視化 
①初任者、中堅、管理職の教師への半構造化インタビューを実施 
②教職キャリア形成に係る研修の担当者および研修受講者への聞き取りの実施  
③教育職の特有の対処メカニズムの要素抽出と教職熟達度との連関を分析 
(3)教育実践のパフォーマンス分析法による教師力熟達支援プログラムの開発 
 
 
４．研究成果 
(1)日独の教師とも、学校日常における業務全般にわたる日々の対応は複雑で、２つ以上の業務
を並行して処理していくためのマネジメント力が求められている実態が浮き彫りにされた。ま
た、近年ではチームあるいは組織としての対応が求められる状況のなかで、チームの一員、組織
の一員として自らの教師力を臨機応変に対応させていく観点が強く求められてきていることが
日独の共通課題として認識された。保護者への対応をはじめ、いじめや発達障害など特別な配慮
を必要とする生徒への対応など、単発的な対処で済まないような、継続的、連関的な教育課題が
増えてきている。場合によっては、１学期、あるいは１年、さらには複数年にわたって生徒の個々
の学校での様子、さらには生徒の置かれた家庭的、社会的環境に配慮した対応が必要となるケー
スも多い。また、保護者自身が抱える問題状況が色濃く反映された形で発現するケースも増えて
きている。十分に対処しきれなかったケースについて、その課題を教師個人の単なるミスとして
片づけるだけでは問題の解決に至ったとはいえない。そのような事態を再び招くことがないよ
う、再発防止のためのチームないし組織の体制整備が必要となる。管理職においては、このよう
なチーム、組織での対処法をマネジメントの一環として取り入れる工夫がここ数年特に議論の
的となっている様子が、日独の共通点として明らかになった。ただし、ドイツでは、管理職のマ



ネジメントは主に表立った指導すなわち認知主導型のリーダーシップを前提としている傾向が
ある。それに対し、日本では感情表出ないし共感主導型のリーダーシップともいうべき対処法が
明瞭に見受けられた。生徒、保護者、直接かかわっている教師、その教師をチームとして支えて
いる他の教師いずれにとっても、それぞれの成長のための学びに繋がる道を選ぶにはどうした
らよいか、まさに「三方よし」の論理を模索し、苦悩する管理職からの聞き取り調査を通して、
これまで医師など医療やケア関係の専門職について行ってきた過去の聞き取り調査と比較して、
関わる者みなが成長できること、みなの学びに繋がることを基本原則として考えようという傾
向が教育職には色濃く出てきている。この教育の現場ならではの智恵は、プロフェッショナルの
智恵として教育分野から、他の医療、福祉などの分野のプロフェッショナル養成にとっても重要
な示唆を与え得る部分ではないかと推測される。 
(2)ビデオグラフィーを活用したパフォーマンス分析を行った結果、個々の授業場面での教師の
配慮や判断、決断を構成している様々な要素を抽出するとともに、時系列での教師のパフォーマ
ンスと、そのパフォーマンスとして表面化するまでに、教師自身のなかで働いている多様な配慮
や判断について時系列で追いながら分析することができた。授業での理解の速度や深度だけで
なく、生徒の特性 ―ここには単に言語を駆使したり理解したりする能力だけでなく、生徒間で
のコミュニケーション力あるいは個々の生徒の抱えている得意・不得意意識、さらには過去 1週
間から数週間、場合によっては数か月、さらには１年以上の経過、その成長発達の度合いなども
配慮して教師がとらえた生徒像が含まれる― に配慮した生徒の振る舞いの読み取りが教師に
おいて、どのような形で行われているかが見えてきた。授業の流れを転換させていく際に、そう
した生徒の特性を踏まえたアプローチとしての発問や机間巡視、グループ指導と集団指導の組
み合わせ、そのタイミングなどがなされている。また、教師自身の発声や抑揚、話のリズム、共
感的うなずきや表情、教室空間での立ち位置、視線の合わせ方、机間巡視の際の生徒へのアプロ
ーチの際の身のこなし等々、意識的あるいは無意識的に教師が行っている振る舞いを通して発
せられる様々なメッセージを生徒は受け取っている。そうした様々な情報を受け取るなかで、生
徒は自らに自信をもったり、あるいは、他の生徒のパフォーマンスを共感的に高く評価するメッ
セージを発したりといった行為を、教師の共感的振る舞いから学習している（歴史人類学的には
これを単なる真似ではなく、創造的模倣ミメーシスと呼んでいる）。とりわけ、教師が発する様々
なメッセージが共感的であったり、挑戦するための勇気ややる気を啓発するものであったりす
る場合、教師自身の声の調子や身体から発する雰囲気、さらには授業全体に流れる調子やリズム
なども大きく関係していることがビデオグラフィーを通して明らかになった。ビデオグラフィ
ーで自己の振る舞いを確認するなかで、教師自身が自らの振る舞いについてかなりの部分で意
識的に自己の振る舞いの授業の渦中でのフィードバックを、想像力を駆使して行っていること
が分かった。パフォーマンス分析の機会を比較的初任の教師向けに研修の一つの方法として採
用していくことの有効性についてさらに検討する価値があるのではないかと考える。 
(3)情報機器を活用した教育方法の一新が求められるなか、パンデミックによるオンライン授業
の必要性も増しつつある昨今の状況のなかで、教師の学校日常は大きく様変わりしようとして
いる。AI を活用した授業場面でのグループ活動における生徒の発言の集約など、授業実践を補
助するような技術の導入も検討されている。また、Web 上でのいじめが、実際の生活のなかでの
いじめと絡みあうようなサイバー世界とフィジカル世界の双方に関わる人間関係をどう受け止
めていくかといった問題は既に学校日常の大きな問題となっている。また特別な配慮を必要と
する生徒へのきめ細かな対処法が求められるなか、教師の生徒理解や問題状況への対処法、生徒
へのアプローチ法の面でも、教育的配慮のみならず医療的な配慮も踏まえた対応が必要となっ
てきている。ICT はじめ AI による教育技術の革新は、教師・生徒間のコミュニケーションをも
変容させつつある。こうした技術の成果によるエンハンスメントによって、学習機会の創出や学
習方法の進展など新たな歓迎すべき面と同時に、学習や行動履歴のデータ蓄積における個人情
報のセキュリティの問題や、新たな形での問題状況の発生にも留意しなければならない。本研究
では、教師への聞き取り調査のなかで、教師力の熟達における今日的な課題との関わりについて
も扱った。日本ではドイツ以上に協働での学びや共感的関わりに力点を置く傾向があるため、新
技術の投入によるコミュニケーションの変容に対して憂慮する声が多く聞かれた。新技術を最
大限に活かし切るような教師力のあり方についてより踏み込んだ研究が今後必要であることが
浮き彫りとなった。 
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